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未来社会につなぐ！ 
現代社会の課題と社会科授業デザイン 

                     静岡大学（名誉教授） 

                             UER-Labo Director 馬居政幸 

 
4 月号 １ 社会科の社会で生活するのは誰？ 

 
5 月号 ２ 食と米を未来社会創造の中核学習教材に 

 
６月号 ３ リアルな地域が要請する「資質・能力」とは 

 
７月号 ４ 「いきる力」は「いきられた社会」が培う 

「資質・能力」を省みることから（１） 
 

８月号 ５ 「いきる力」は「いきられた社会」が培う 
「資質・能力」を省みることから（２） 

 
９月号 ６ 「深い学び」と「学びに向かう力・人間性等」が拓く社会は？ 

 
10 月号 ７ 「社会的見方・考え方」が解決に挑む社会の課題は？ 

 
11 月号 ８ 新指導要領のエッセンスは「社会的見方・考え方」に 

 
12 月号 ９ 「社会的見方・考え方」の具体化への視点と方法は！ 

 
１月号 10 「資質・能力」と「社会的見方・考え方」を結ぶ課題は？ 

 
２月号 11 「予測困難な時代」に向かう「社会的な見方・考え方」は？ 

 
３月号 12 社会科・新学習指導要領が志向する 

資質・能力のモデルは『ONE PIECE』に 



「2030年の社会と，そして更にその先の豊かな未来を築くため
に，教育課程を通じて初等中等教育が果たすべき役割を示す」
昨年８月，教育課程企画特別部会で提示された「論点整理

（案）」冒頭の言葉である。その内容は教育課程全体の課題を整
理したものだが，社会科は教科の特性から重責を免れない。理
由は，「国家・社会の形成者としての公民的資質の基礎を養う」
との教科の目標。現在の小中学生が形成するのは“2030年”と
その先の社会である。しかも，子どもの生きる社会はそれぞれ
異なる以上，形成すべき社会の実像はその延長線上に築かれる。
社会科授業の具体像は「教育課程と教科書が描く社会」を土

台に，「子どもが担い，創る社会」の要請から再構成し，「子ど
もが生きる社会」を舞台にすることで構想可能になる。右ペー
ジのイラストを見てほしい。小学校社会５年の最大単元は“米
づくり”。子どもの身近な米はコンビニにある弁当や袋菓子。
未来の姿は世界に広がるブランド米。この３つの結び目から社
会科授業のデザイン化作業は始まる。その展開は次回に譲り，
日本社会に育つ全ての男女が避けえない本連載を貫く課題を確
認しておく。
右の図の生産年齢人口÷老年人口の解を見てほしい。高齢

者一人を本年41歳になる人が生まれた75年は8.6人で，10年は
2.8人で支えるが，小中学生が社会に出る25年の支える側は1.9
人，家族を担う40年は1.5人と推計される。その課題の重さは
円と棒のグラフにある年少 （24%：2722万人→10％：1073万
人）と生産年齢（68%：7581万人→54%：5787万人）の減少と
老年（８%：887万人→36%：3868万人）の増加で確認できよ
う。日本社会の人口減少の課題は総人口の減少ではない。支え
る側の減少と支えられる側の増加が同時かつ短期に進行し，世
代間扶養を基盤にした社会システムが急激に機能不全に陥るこ
とである。論点整理の「豊かな未来社会」の形成は推計値に基
づく限り不可能！そのピンチをチャンスに変える社会科授業デ
ザインへの道を示すのが本連載の目的。次回は産業学習のデザ
インである。

静岡大学（名誉教授）UER-Labo 馬居政幸
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資料　国立社会保障・人口問題研究所 http://www.ipss.go.jp
人口統計資料2015年版：表2 -7 「年齢（３区分）別人口および増加率の将来推計：
2010～60年」より作成
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国家・社会の形成者としての公民的資質の基礎を養う
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·－~ 
現代社会の課題と

食と米を未来社会創造の中核学習教材に

静岡大学名誉教授
UER-Labo 馬居政幸
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「これからの社会を創りだしていく子供たちが，社会や世界

に向き合い関わりあっていくために求められる資質と能力とは

何かを，教育課程において明確にしていくこと」

『論点整理』の「社会に聞かれた教育課程」からの引用だが，

社会科の役割を最も直裁に示す文と評価。本連載を貫く観点で

もある。そこで今回は子供たちが向き合う産業学習の課題に迫

ろう。右上図を見てほしい。ベストファイブの l位「卸売業・

小売業」， 3位「医療・福祉」，5位「宿泊業・飲食サービス

業」を 3次産業のサービス業が占め この傾向は9位「生活関

連サービス業－娯楽業」まで続く。経済大国日本を築いた2次

産業は「製造業Jと「建設業」が2位と 4位にあるが，就業者総数

の割合では23.4%と少数派。命を支える l次産業は4.0%のみ。

それに対して 3次産業は66.5%.その大半はサービス業である。

小学校5年の社会科産業学習では l次と 2次が中心で3次は

情報のみ。なかでも「米作り」の時間数は多し、。国勢調査の産

業別就業人口は保護者の職に重なる。卒業後に就く職を介して，

創りだす社会となる。とすれば現行小社5年の時間配分はリ

アルな社会や世界の変化と向き合っていないエビデンスか？

その答えは下左図から得られる。戦前の日本は多産多死の農

業社会。その克服を求めて再出発した敗戦後の日本社会でも，

社会科誕生時の 1次産業は5割を超え，農業社会改編は社会科

の重要課題であった。その後，高度成長期を経て80年代に l次

は1割を切る。が，だからこそ国土に占める水田割合と同様に

米作り単元は主食自給と瑞穂の国の環境保全を担ってきた。

下右図では何が。上図 1.3. 5位の拡大と誕生は2000年代。

イラス トに示すように，上位3種に共通するのが食産業と米。

コンビニ弁当，福祉施設V:>E食，ホテル－飲食に米は欠かせない。

それに食の商品企画→主産J加工ゴマフフラ整備マ輸送J販売

→新商品開発を結ぶ l次× 2次× 3次→6次産業化の波は進

行中。食と米は全産業を貫く学習教材。しかも先端産業として

未来社会を創る中核に位置し その担い手に必要なメタ認知と

非認知的能力も含めた資質育成の舞台となる可能性を秘める。

課題は産業を貫くテーマと学習の活動方法 （AL) と実践化

を可能にする社会科内と他教科間との教育課程の組み換え

(CM）。冒頭に論点整理の一文を引用した理由である。ここか

ら次回。
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『論点整理』に「予測できない未来に対応するためには，社
会の変化に受け身で対処するのではなく，主体的に向き合って
関わり合い」とある。「自ら問いを立ててその解決を目指し，
他者と協働しながら新たな価値を生み出し」との表現もある。
「予測できない」からこそ学校の外の現実に挑む教育課程

（CM）と学習方法（AL）で未来創造の「資質・能力」獲得を，
との意と評価する。と同時に社会科にとって誕生以来の自明の
理であったはずなのに，との自責の念も。何処で迷ったか。

図１の「出生時から」住み続けるのは乳幼児期「０～４」で
も64.9％。小・中学時代「５～９」「10～14」に33.8→27.1と３
割を切る。高・大学進学→就職期の「15～19」～「25～29」に
22.6→12.3と１割に。自立する「30～34」8.4の後は１桁で推移。
「20年以上」ではどうか。５割を超えて多数派になるのは退

職後の60代。しかも80代から減少傾向に。日本社会で生まれ育
つ男女の９割以上が生誕の地から離れ，成人後に職と家族を得
ても居住地の移動は続き，その傾向は終の棲家にまで及ぶ。

図２から就業人口の山頂は「35～39」だが尾根は退職後の60
代を超え，裾野は80代まで広がることが読み取れる。学齢期の
親世代の約７割が３次産業で働き，「卸売・小売」「医療・福
祉」「宿泊・飲食」に代表されるサービス業が中心。臨機応変
の対面交渉能力が問われ，扱う商品は多品種少量かつ短期に変
化し，マニュアルの作成・操作・修正の責は個々人の個性と能
力と好みに委ねられる。同様の能力要請は働く祖父母世代にも。

故郷は「遠くにありて思う」ではなく「何処にもありて創り
続ける」，これが図１と２が顕すリアルな地域像。この社会事
象が求める「資質・能力」と「育成モデル」を整理したのが表
１と２。そこに示す住と就の場双方に生じる「多様」「多元」
かつ「変化」を常とする“人の間を創り続ける資質・能力”を
日常生活で交わる“ヒト，モノ，コトとの間で培う練習”が，
社会科地域学習の役割と考える。課題は子供の日常を支える

“ヒト，モノ，コト”としての地域とコミュニケートする教師
自身の「資質・能力」獲得への意慾である。その前にデータ読
み取り能力獲得への自己研鑽を。
「予測できない未来」が要請するのは「予測できる未来」を

あるべき社会に創り変える「資質・能力」。敗戦後の未来を創
り変えるために誕生した社会科は改めて存在意義が問われよう。

静岡大学名誉教授
UER-Labo Director 馬居�政幸
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１次産業 ２次産業 ３次産業

１次産業 ２次産業 ３次産業

産業分類 関係の契機 人間・集団との関係の特性

１次産業
中心社会 地縁・血縁 同質・身分・伝統を前提とした公私未分化の非選択

的な人間関係
２次産業
中心社会 社縁・学校縁 同質・平等・競争・利害を前提とした集団への実質

的に非選択的な帰属関係
３次産業
中心社会 情報・知縁 選択の契機を介在させた部分的人間関係

（横並び階層化 or 棲分 or 共生関係）

１次産業 ２次産業 ３次産業

１次産業 ２次産業 ３次産業

ＩＣＴ・ＡＩ
サービス・観光

（販売・福祉・飲食）
製造・技術・建築
農林水産

自己表現，臨機
応変，個性顕現，
選択力，開放性，
外向性，勤勉性，
協調性

～協働実現力

メタ
認知

非認知
能力

家事・育児・介護

アクティブ・ラーニング カリキュラムマネジメント

多様 可変多元

＜イラスト：長野　亨＞

図２　産業（大分類），年齢（５歳階級）別15歳以上就業者数－全国（国勢調査2010年）

図１　居住期間（６区分），年齢（５歳階級）別人口－全国（国勢調査2010年）

表１　産業別人間関係（地域）の特性
表２　未来予測を書き換える資質・能力

育成のためのモデル図（私案）



90年代「新学力観」，00年代「確かな学力」，今期の「資質・
能力」と学習指導要領改訂のキーコンセプトは変化しても，

「生きる力」は変わらない。改革強調の立場から疑問視の論も
あるが，学校教育の検証は成人後との視点に立てば是とすべき，
と私は考える。それ故にこそ社会科の改訂論議で挑んでほしい
のが今回のテーマ。資質・能力の基礎は子供個々の成育過程

（生きられた社会）で培われる。教科の学習を資質・能力育成
へと深めるには，起点（器）となる学習者の資質・能力を育む
社会的条件の開示が不可欠。手掛かりとなる数値を紹介しよう。

75年53.0％→01年28.7％→10年25.3％→14年22.6％
図１の各年の児童のいる世帯割合の総和だが，75年生まれは

現在41歳，01年は15歳，10年は６歳。学校の中核アラフォー教
師誕生時は世帯の半数に子供がいたが，中３生誕生の頃から２
割台に。小１は２割半ばだが，あと数年で１割台に。おまけに
この調査の児童は18歳以下。世帯を家族とみれば，身近に同級
生どころか同じ学校の子供がいる家を探すのが大変になる数値。

この変化の意味を直截に示すのが表１と図３のＢ普通出生率
である。団塊ジュニアピークの73年（43歳）は19.4人。人口千
人当たりの値だから単純計算で18倍すると349.2人，人口の３
割以上が18歳以下という数になる。ちなみに親世代に連なる団
塊ピークの49年は33.0人。同様の計算だと594人で人口の６割
に近づく。他方，合計特殊出生率最低値の2003年（13歳）普通
出生率は8.9人。最新の2014年（２歳）は8.0人。９人で計算し
て18倍は162人，８人なら144人。実数でみるなら18歳以下は既
に00年代に人口の１割台に減少。親と子双方の孤立化が乳幼児
期から学齢期全体に広がる可能性を示唆する。

上記数値は傾向把握のための概数にすぎないが，現在の小中
学生，教師・親，祖父母の「生きられた社会」の世代間に異文
化ともみなせる構造変動が生じていることは理解できよう。そ
の証左が図２の単独世帯の推移。団塊ジュニア誕生期75年19.5
％が10年には32.4％，現中学生が20代，30代になる25年と35年
の推計値は35.6％，37.2％。原因は単独高齢者激増と生涯未婚
率30％以上。人と社会の再生産装置の家族の未形成は日本社会
の解体が射程内に。がそれは過去を未来に投射した警鐘にすぎ
ない。重要なのは創りかえる課題。ここから次回に。

静岡大学名誉教授
UER-Labo Director 馬居�政幸
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（2014年国民生活基礎調査より）　1人 2人 3人以上

児
童
の
い
な
い
世
帯

出生数
出生率

情報化：軽薄短小→グローバル化：大競争時代
少産＋ジュニア→序列づけのための競争（多数派）

少子世代→落とされないための競争（全体）

工業化：重厚長大
団塊→分に応じた夢実現（多数派）
社会的上昇のための競争（少数派）

ICT化：AI・サービス・６次産業
個人化⇒能力 + 個性重視，自己
実現+協働実現力+臨機応変力

家族の55年体制：日本版近代家族　サラリーマンの夫，
専業主婦の妻，子ども二人，母親による学校中心の子育て

（前期）　　　　高度経済成長：人口ボーナス　　　　（後期）

団
塊
の
世
代

1989年：1.57ショック
A：1.57　B：10.2　C：125万人

1973年：団塊Jr.ピーク
A：2.14　B：19.4　C：209万人

1949年：団塊世代ピーク
A：4.32　B：33.0　C：270万人

1960年：子ども二人の家族に
A：2.0　B：17.2　C：160万人

（万人）

人口オーナス

2014年：出生数100万人以下に？
A：1.42　B：8.0　C：103万人

2003年：合計特殊出生率最低
A：1.25　B：8.9　C：107万人

図１　児童の有無（18歳以下）別世帯数の構成割合の推移 図２　家族類型別一般世帯数及び割合

◇未来予測を
書き換える資
質・能力育成
のためのモデ
ル図（私案）

ＩＣＴ・ＡＩ
サービス・観光

（販売・福祉・飲食）
製造・技術・建築
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図３　出生数・合計特殊出生率の推移と家族・産業構造の特性

出生数最大
団塊の世代

子ども
二人に

オイルショック
団塊ジュニアピーク

1.57
ショック

出生率
最低に

出生数100万人
以下に？

表１　出生数及び普通出生率と合計特殊出生率の推移

（表１，図３，図４人口動態調査より）

〈イラスト：
� 長野　亨〉

図４　普通出生率
� （人口千人対）の推移



文科省 HP から社会科学習指導要領改訂過程の資料を取り出
し，教科特性と教科枠を超える資質・能力との接点を求める論
議の深まりを確認した。と同時に「家族」という言葉の不在が
気になった。多用される「社会生活」「社会事象」という概念
が指し示す最も身近な「ひと，もの，こと」の集合体＝社会が
家族のはず。但し指導要領は国の民が等しく学ぶ事項。家族は
民が自らの意思で創る世界。家族像を示さないことこそ社会科
の矜恃，とみなすべきか。だが，授業デザインでは，家族は最
も重視すべき社会になる。理由は二つ。一つは子供の「生きる
力」の基底部となる資質・能力育成（一次的社会化）の場と担
い手は家族であること。二つは教科の特性上，家族の生きる世
界との重なりを学習内容は避けえないこと。この二つを無視す
る授業は「生きられた社会」との「二重適応」（馬場四郎）を
子供に強いる。逆に家族を活かせば，「社会生活」と「社会事
象」の縮図のリアリティーを得ることに。具体例を示そう。

新生児の母の年齢変化を示す図１の1980年と2014年を見てほ
しい。20-24歳は18.8％→8.6％，25-29歳も51.4％→26.7％と共
に減だが，30-34歳（24.7％→35.8％）と35-39歳（3.7％→22.5％）
は増。2014年誕生の子供の母の半数以上が30代で，その子が小
学校入学時に30代後半から40代前半，中学進学時は50代に。

女性の就業状況（図２）では，未婚は20代後半から40代にか
けて7割以上が就業中だが，既婚は40代後半に未婚と同率，小
中学生の母の大多数が就業者に。しかも90年代半ばに共働きと
専業主婦の世帯割合が逆転（図３）。40代で職をもつ女性の子
供の担任が20代や30代なら力関係は？　職業人として担任の仕
事を評価すれば？　まだある。図４から30代後半の男性３割強，
女性２割強が未婚。教職も例外ではない。既婚と未婚の力関係
も子供の親が確率的に優位。究極は図５。2010年10歳の子供の
人生は日本の高齢化率が40％に向かう時間と重なる。

問題は子供の親と担任との力関係ではなく社会科授業。子供
に「生きる力」を与える父と母が共に職に就き，その多くがサ
ービス業で超少子高齢社会の最先端を担う。そこで生じる長時
間労働・低賃金，転勤・転職，正規・非正規の荒波をかきわけ
て「生きる力」を日々教える背中が並ぶ授業参観で誇れる社会
科授業デザインとは。キーワードが図５下に示す「人口オーナ
ス→負担の分担」だが，ここから次回に。

静岡大学名誉教授
UER-Labo Director 馬居�政幸
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図１　女性の年齢（５歳階級）別出生数の割合 :1925～2014年 図２　女性の未-既婚別就業者人口 2010年

図３　共働き世帯の就業状況の推移
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◇未来予測を書き換える資質・能力育成のため
のモデル図（私案）

〔出典：図１　厚生労働省「人口動態調査」，図２，４，５　総務省「国勢調査」，図３　総務省「労働力調査」〕
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Ａ「①主体的で，②対話的で，③深い学び」
Ｂ「❶知識・技能」「❷思考力・判断力・表現力等」
　「❸学びに向かう力・人間性等」

Ａはアクティブ・ラーニングの三つの視点。Ｂはその前提に
ある資質・能力の三つの柱。私見だが，Ｂを獲得する方法がＡ
であり，注目すべきは③と❸。当初，この二つを学習指導要領
に記載可能か？ との疑問を持った。ともに私的内面の自由に
差し込む概念に思えたから。だが各種公的資料から，人口減少
期日本社会の課題に挑む学校教育・社会科の可能性を拓く学習
方法・内容との感を得た。それが確信に変わったのは，日本経
済新聞2016年６月30日１面トップを飾った次の見出しである。
「女性・シニア　働く人の５割
� 15年国勢調査�人手不足補う／介護・福祉で就業者増」
2015年国勢調査抽出速報集計の報道記事だが，右頁上図の

2015年を見てほしい。生産年齢人口減が顕著になり，総人口減
と高齢者増が同時進行する「人口オーナス（負担）期」に日本
社会が入ったことを示す。ただし，日経見出しは明るい。女
性・シニアの就労拡大と介護・福祉分野の就業機会拡大を評価
するワーディング。総務省「結果の概要」では，卸売・小売と
介護・福祉の就業者増，製造は減，建設と宿泊・飲食も含めて，
本連載で図示してきた就業人口ベストファイブ順位に変化はな
い。上記３種サービス業（３次）が製造・建築（２次）にかわ
って国民生活を担う中心産業であることを明示する。

このサービス業３種に共通は，「人との交渉」（対話的）が仕
事の大半であること。相手の要望に応じる「臨機応変の対応」

（主体的）が評価の対象，相手の心の変化を先取りする「質の
高いサービス＋商品の創案」（深い学び）を日々求められる。

人口減少による負担の分担（オーナス）に耐える源資獲得に
は，高品質一次産品×高機能機器・安心安全インフラ ×（商
品開発＋輸送＋販売＋質の高いサービス）を掛け合わせた６次
産業化が必須要件（右下図）。未来への投資（保育・教育）と
激増する要介護者支援の産業化拡大も避けえない。その担い手
に必要な資質・能力とその育成への道筋を照らすのが冒頭６種
の概念と位置付けたい。そこで社会科の役割だが，答えは「社
会的見方・考え方」を問うことから得られよう。ここから次回。

静岡大学名誉教授
UER-Labo Director 馬居�政幸
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ノート注釈
「（オーナス）」を3文字前の「負担」の後に移動

馬居政幸
ハイライト表示

馬居政幸
ノート注釈
「（右下図）」を３行下の「位置付けたい」のあとに移動。

馬居政幸
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８月２日の朝刊各紙に学習指導要領改訂案固まるとの記事が
掲載された。早速，社会科に関する資料を収集・速読した。そ
の感想は「よくぞここまで丁寧かつ詳細に」。検討・作成に関
わった方たちに敬意を表す意を込めて，新たに整序された「社
会的見方・考え方」を応援する立場から私見を提示しよう。

右頁５種の図・表をみてほしい。図１の左図は，2010年国勢
調査による都道府県別“A15～64歳：生産年齢人口≒支える
側”と“B65歳以上：老年人口≒支えられる側”の実数を，右
図は2040年A・B推計値を，共にBの多い順に並べ替えたもの。

また2010年Bの上位３都府県と下位３県のA・B２種にC75
歳以上の実数，A÷B（支える側と支えられる側の比），C÷
B（老年人口に占める後期高齢期の割合）の値を加え，団塊の
世代が後期高齢期に入る2025年ならびに2040年の推計値に基づ
くA・B・C・A÷B・C÷Bの値を並置したのが表１。その
中からA÷Bを図２，C÷Bを図３，実数（A，B，C）の変
化を図４に示した。

その図１から，①都道府県間の人口規模の差異（格差）の大
きさ（２ケタ）と②2010年の「進学・就職・一次産品」と「交
付税・情報・支店」と記した矢印の交差と40年の「？」を囲む
図の意図を考えてほしい。ヒントは図２。2010年東京は3.4，鳥
取は2.0だが，25年に2.6と1.5に減少し，40年には1.7と1.3に。人口
規模の大小にかかわらず，日本の自治体はB老年人口１人をA
生産年齢人口1.5人前後で支える社会に変化すると推計される。

図３はより厳しい現実の到来を推計する。本年から９年後の
2025年に，やはり規模を問わず，B65歳以上の６割が急激に医
療費と介護費の需要が増えるC75歳以上に。その結果，2010年
実数，25・40年推計のA・B・C３種の人口を図示した図４か
ら，大都市圏では後期高齢者激増と生産年齢人口激減の同時進
行で財政破綻の恐れ。小規模自治体はAに加えてBとCも横ば
いから減少に転じ自治体存続の危機に。学校の階段を梃子に都
道府県間の“ヒト，モノ，コト”の循環構造で経済大国を築い
た社会システムの機能不全とその再構築が喫緊の課題であるこ
とを示す。これが図１の？を囲む枠に込めた意図である。

この未来への警鐘が提起する問題と課題の解決に挑まざるを
得ない子供たちの資質・能力を高める設計図が新指導要領。社
会科が主体的，対話的，深い学びを求めて“開かれた教育課
程”を志向すれば，必然的に対峙せざるをえない社会的事象で
もある。その授業設計モデル提示を次回から。

静岡大学名誉教授
UER-Labo Director 馬居�政幸
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図１　都道府県別15～64歳と65歳以上の人口
2010年 2040年

■ 15～64歳
■ 65歳～

■ 15～64歳
■ 65歳～

図２　A÷B（2010年，2025年，2040年）

図３　C÷B（2010年，2025年，2040年）

［支える側と支えられる側の比］

［老齢人口における後期高齢者の割合］

東京都

神奈川県

大阪府
福井県

鳥取県

島根県

島根県

鳥取県

福井県

東京都

神奈川県
大阪府

図４　A，B，Cの人口の変遷（2010年，2025年，2040年）

※グラフ中のA，B，Cは，それぞれA：15～64歳の人口，B：65歳以上の人口，C：75歳以上の人口を示す。
※図，表は，国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）』より作成。

2010→25→40

2010→25→40 2010→25→40

2010→25→40

2010→25→40

2010→25→40

A： B：■ C：■

2010 2025 2040
A B C A÷B C÷B A B C A÷B C÷B A B C A÷B C÷B

東 京 都 8,994 2,679 1,234 3.4 46.1 8,544 3,322 1,977 2.6 59.5 7,129 4,118 2,139 1.7 52.0
大 阪 府 5,708 1,985 843 2.9 42.5 5,048 2,457 1,528 2.1 62.2 4,048 2,685 1,472 1.5 54.8
神奈川県 6,028 1,830 794 3.3 43.4 5,578 2,448 1,485 2.3 60.7 4,607 2,919 1,592 1.6 54.6
島 根 県 417 209 119 2.0 57.3 327 226 137 1.4 60.7 262 204 129 1.3 63.3
福 井 県 491 203 109 2.4 53.6 407 240 143 1.7 59.5 327 238 145 1.4 61.0
鳥 取 県 355 155 86 2.3 55.4 282 179 105 1.6 58.6 226 168 106 1.3 62.7

表　A：生産年齢（15～64歳），B：老年（65歳以上），C：75歳以上の人口とA÷B，C÷B（2010年，2025年，2040年）
2010年国勢調査において，65歳以上の上位３都府県と下位３県� （単位：千人）



次期学習指導要領に向けた「審議のまとめ（案）」が公表さ
れたが，その中心者の一人である無藤隆先生に話を伺う機会を
得た。開かれた教育課程の必要性，実践化のためのカリキュラ
ム・マネージメントと主体的・対話的で深い学びの課題，土台
を形成する資質・能力の三種の柱と知識の構造論についての整
序された語りに感服。各教科の「見方・考え方」では社会科を
高く評価される慧眼に敬服。と同時に，学習指導要領と共に誕
生した社会科の平坦ではない歩みは，審議のまとめが展開する
資質・能力の追究過程に重なるのでは，との思いを強くした。

本来，社会事象の学は論争の宝庫。古典的には実在論 vs 名
目論，近代では模写説 vs 構成説，価値自由 vs イデオロギー解
釈，階層・システム論 vs 階級・ハビトゥス論など。そのため，
社会科に知識を供給する歴史学，地理学，社会諸科学は方法論
が多様で同一事象を異なる言葉で表現する。理科は物化生地と
対象は異なるも自然科学の方法という尺度を共有する。社会科
の内実は次元を異にする知識構造の組み合わせ（モザイク状・
時に対立）。それを学習指導要領（法的拘束）の知識体系に組
み立て直す作業の労苦は計り知れない。だがそれ故に，異質
性・対立を超える共有可能な知の領域と方法を精査・積み重ね
た結果が称賛を得た「社会的見方・考え方」と判断する。

とすれば新指導要領は社会科の歩みを学校教育全体に，との
意に解せるのでは。事実，審議のまとめ（案）には「将来の予
測が難しい社会」との言葉が多用される。背景を示そう。右頁
は2015年国勢調査抽出速報集計から作成。表１・図１から，65
歳以上・老年人口が14歳以下・年少人口の倍以上で（逆ピラミ
ッド），高齢単身女性の激増が読み取れる。表２・図２～４で
は何が。団塊以上の老年層では未婚率は一桁だが有配偶率は85
歳以上の男64.5％に対し女13.4％。他方，現役世代はアラフォ
ー・団塊ジュニアから男３割，女２割が未婚。死別・離別率は
女40代後半から二桁。合わせて男女とも３割近くが老年期前に
シングルに。この変化の集積が１人世帯32.5％（図５）。

新指導要領射程の2030年は団塊が80代前半，ジュニアは50代
後半，１人世帯は３割台後半に（表３）。現小中高生は20～30代
だが，彼ら彼女らへの影響は推計不能。それぞれ（多様）のお
かれた状況（多元）で迫り来る問題（可変）に臨機応変に対峙

（右下図）できる資質・能力育成に挑む「学びの地図」が新指導
要領・社会科と位置付けたい。その具体像を次回から。

静岡大学名誉教授
UER-Labo Director 馬居�政幸

汎
用
的
能
力
を
つ
け
る
！
探
究
型
デ
ィ
ー
プ
ラ
ー
ニ
ン
グ

連載８

新指導要領のエッセンスは
「社会的見方・考え方」に

社会科授業デザイン
現代社会の課題と未来社会に

つなぐ！社
会
科
教
育

特
集

11

2016年11月号
Vol.53 № 691



表１ 年齢５歳階級男女別総人口表(人)
男性 女性

０～４ 262０2００ 25００1００
5～9 2666400 2555400
10～14 2821600 2700600
15～19 3011200 2881300
20～24 3164500 2990900
25～29 3291200 3140000
30～34 3655700 3558700
35～39 4161700 4071100
４０～４４ ４8779００ ４7821００
45～49 4326800 4287400
50～54 3940700 3941800
55～59 3696000 3760100
60～64 4104700 4274500
65～69 ４61４6００ ４9687００
70～74 3558500 4113600
75～79 2774500 3496400
80～84 1983600 2966200
85以上 1４7４7００ 3４7０8００

図１ 年齢５歳階級男女別総人口比較図
女：3４7万人
男：1４7万人

女：19０1万人
男：1４４０万人
計 33４1万人

団塊の世代
女：４97万人
男：４61万人

団塊ジュニア
女：４78万人
男：４88万人

女：776万人
男：81０万人
計 1586万人

女：25０万人
男：262万人

■女性
■男性

図２ 年齢５歳階級男女別未婚率（％） 図３ 年齢５歳階級男女別有配偶率（％） 図４ 年齢５歳階級男女別死別・離別率（％）

図５ 世帯人員別一般世帯の推移（％） 表３ 単独世帯推移（％）

男性 64.5

女性 13.4

}

}

（推計）

※図，表は，2015年国勢調査抽出速報集計，国立社会保障・人口問題研究所人口統計資料集2016より作成。 〈イラスト：長野　亨〉

表２ 年齢５歳階級男女別未婚率，有配偶率，死別・離別率（％）
未婚率 有配偶率 死別・離別率

男性 女性 男性 女性 男性 女性
15～19 99.3 99.2 0.3 0.4 0.03 0.04 
20～24 91.2 88.0 4.7 8.1 0.24 0.77 
25～29 67.6 58.4 24.7 35.2 0.99 2.18 
3０～3４ ４3.9 32.7 48.6 60.1 1.9 4.3
35～39 33.1 22.8 59.9 69.0 2.8 6.1 
４０～４４ 28.2 18.8 64.0 70.9 4.2 8.5 
４5～４9 2４.3 15.０ 66.5 72.6 5.8 1０.7 
50～54 19.8 11.2 70.3 74.8 7.2 12.6 
55～59 15.7 7.7 74.1 77.4 7.8 13.7 
60～64 13.0 5.9 76.4 76.1 8.5 16.9 
65～69 9.０ 5.1 79.４ 71.9 9.7 21.8 
7０～7４ ４.9 ４.2 82.3 6４.４ 11.０ 3０.０ 
75～79 3.０ 3.8 82.2 51.6 13.3 ４2.6 
8０～8４ 1.9 3.6 78.7 35.3 18.０ 58.6 
85以上 1.2 3.5 6４.5 13.４ 32.2 79.４ 

単独
2020 34.4
2025 35.6
2030 36.5
2035 37.2



本稿準備中の９月初旬に（案）がとれた「審議のまとめ」が
公開された。早速ダウンロードして，連載８末尾の約束を守る
ために「社会的見方・考え方」に関する記述を読み進んだ。

よくぞここまで丁寧に整序された概念の組み立てを，と改め
て執筆された先生方の労苦に敬服した。その中から選んだのが
資料１に示す「指導内容の示し方の改善」の二つ目の「社会的
な見方・考え方」に基づく示し方の改善である。まず「見方・
考え方」を「視点・方法」と再定義し，「事実等に関する知識
を習得」するための「時間，空間，相互関係など」と「視点」
の構成要素を明示する。さらに「方法」の構成要素を「比較，
関連付けなどして考察・構想」と記す文脈を習得知識の「特色
や意味，理論などの概念等に関する知識を身に付けるために必
要」との表現に繋げ，「社会的見方・考え方」の有用性（機
能・役割）の明記に重ねる。

様々な社会事象から学習対象の知識を特定する（切り取る）
判断基準が「社会的見方＝視点」。その対象（知識）から学習
事項（知識）を取り出す（読み取る）ための分析手順が「社会
的考え方＝方法」。と私なりに理解し，具体例で確認しよう。

資料２は2015年国勢調査抽出速報集計結果に関する総務省報
道資料の「見出し（日本社会の特性）」一覧（見方・視点→学
習対象）。課題（学習事項）はこの表から総務省の報道意図を
読み取ること（考え方・方法→学習事項）。まず疑問点を探し
てほしい。人口減少の理由は二つ。自然減（生誕＜死亡）と社
会減（流入＜流出）だが，国勢調査なら高齢者の死亡増が原因。
なのに Q1 65歳以上（老年人口）割合増を強調するのはなぜか。
まだある。Q2 男性の労働力率減より女性の労働力率増を強調
する一方で，Q3「医療・福祉」上昇特記の理由は。最後に Q4
単独世帯増と65歳以上女性一人暮らし増を併記する理由は。

先を急ごう。2010年の産業（大分類）別就業15歳以上の割合
（図１），00年から15年への推移（図２），Ⅰ次，Ⅱ次，Ⅲ次別の
推移（図３）。実はこの３種のデータは同じ。なぜ違えるのか。
表１，２と関連付けての考察が Q5である。小５社会の産業学
習で用いるのは図３では？　中学地理や公民では図１が可能
か？　高校は図２を上記 Q1～Q4の４種の問による「比較，関連
付け」「考察・構想」で，「特色や意味，理論などの概念等に関す
る知識を身に付ける」というアクティブな学習が展開可能か？

Q1～Q5の答えは本連載の中に散在する。「比較・関連付け→
考察・構想」で「特色・意味・理論→概念」の析出を期待する。

静岡大学名誉教授
UER-Labo Director 馬居�政幸
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資料１　「社会的な見方・考え方」の示し方
○視点の第二は，「社会的な見方・考え方」

に基づいた示し方の改善である。「社会的
な見方・考え方」は社会的事象等を見たり
考えたりする際の視点や方法であり，時
間，空間，相互関係などの視点に着目して
事実等に関する知識を習得し，それらを比
較，関連付けなどして考察・構想し，特色
や意味，理論などの概念等に関する知識を
身に付けるために必要となるものである。
これらのことを踏まえて，学習指導要領の
内容について，例えば「社会的な見方・考
え方」と概念等に関する知識との関係など
を示していくことが重要である。

資料２　2015年国勢調査抽出速報集計結果による日本社会の特性
【人口構造】
○我が国の人口は１億2711万人（2015年10月１日現在）
○1920年の調査開始以来，初めての減少（2010年から0.7％減，年平均0.15％減）
○総人口に占める65歳以上人口の割合は23.0％から26.7％に上昇
○65歳以上人口の割合は世界で最も高い水準
○全都道府県で65歳以上人口の割合が15歳未満人口の割合を初めて上回る

【就業者等の状況】
○労働力率は2010年に引き続き男性で低下，女性で上昇
○女性の労働力率は，25～29歳で比較可能な1950年以降初めて８割超
○「医療，福祉」に従事する者の割合は2010年に引き続き上昇

【世帯の状況】
○世帯人員が１人の世帯が1684万5000世帯と最も多く，一般世帯の３割を超える
○65歳以上男性の８人に１人，65歳以上女性の５人に１人が一人暮らし

文部科学省「次期学習指導要領等に向けたこ
れまでの審議のまとめ（第２部）」　「２．各教
科・科目等の内容の見直し」「⑵社会，地理歴
史，公民，②具体的な改善事項，i）教育課程の
示し方の改善，イ 指導内容の示し方の改善」
より

総務省　報道資料「平成27年国勢調査　抽出速報集計結果　要約」より

産業分類 産業特性 関係の特性 人間・集団との関係の特性
Ⅰ次産業
中心社会

自然の恩恵
農林水産業 地縁・血縁 同質・身分・伝統を前提とした公私未分化

の非選択的な人間関係
Ⅱ次産業
中心社会

自然を克服
鉱工業，建設業 社縁・学校縁 同質・平等・競争・利害を前提とした集団

への実質的に非選択的な帰属関係
Ⅲ次産業
中心社会

Ⅰ次，Ⅱ次以外
運輸・通信・サービス 情報・知縁 選択の契機を介在させた部分的人間関係

（横並び階層化 or 棲分 or 共生関係）

表１　産業分類別の基準と人間・社会関係の特性

図１　産業（大分類）別就業15歳以上の割合（全国 2010年）

図３　産業（Ⅰ次，Ⅱ次，Ⅲ次）別就業15歳以上の割合の推移
　　　（全国 2000年，2005年，2010年，2015年）

①農･林　②漁　③鉱　④採石･砂利採取　⑤建設　⑥製造　⑦電気･ガス･熱供給･水道　⑧情報通信　⑨運輸･郵便　⑩卸売･小売　⑪金融･保険
⑫不動産･物品賃貸　⑬学術研究･専門･技術サービス　⑭宿泊，飲食サービス　⑮生活関連サービス･娯楽　⑯教育･学習支援　⑰医療･福祉
⑱複合サービス事業　⑲サービス業（他に分類されないもの）　⑳ 公務（他に分類されるものを除く）　㉑分類不能の産業｠

製造建築 卸売・小売 宿泊・飲食 医療・福祉

図２　産業（大分類）別就業15歳以上の割合の推移（全国 2000年，2005年，2010年，2015年）
農業・
林業 建設業 製造業 運輸業・

郵便業
卸売業・
小売業

宿泊業・
飲食サービス業

医療・
福祉

サービス業
（他に分類されないもの） その他

表２　産業別就業15歳以
上の分類不能割合の推移

Ⅰ次＋
Ⅱ次＋
Ⅲ次

分類
不能

2000 98.8 1.2

2005 98.1 1.9

2010 94.2 5.8

2015 97.3 2.7



2016年９月30日，韓国公州大で開催された国際セミナー「東
アジアの国際秩序の変動と韓半島の統一」で発表を依頼され参
加した。私の課題は「日本の立場から見た東アジアの国際秩序
と将来展望」。安倍首相の国連演説（９月22日）とその報道内容
を基に，「日本には半島情勢に直接関わる資格も力もない。責
任は中国」との論点から発表原稿を作成し臨んだ。が，朝鮮族
出身の中国吉林省の大学教授の次の言葉で修正を迫られた。
「南北統一の鍵は中国と日本と美国＝USA がもっている」
中国と朝鮮族という二重の当事者による中・米と日本を同等

に置く論理に戸惑い，私自身の「社会的な見方・考え方」が問
われたことを痛感。と同時に二つの光景が脳裏に浮かんだ。

一つはソウル市内初等学校の黒板に記された「わが国の地図」。
その初等学校の先生に撮影と送付を依頼し届いたのが資料１。
南北分断線がないことに注目を。韓国教育課程に朝鮮民主主義
人民共和国は存在しない。韓半島の北緯38度線より北を北韓と
称すが，地図には不記載。原因は朝鮮戦争。この日本と異なる
事実認識を社会科は学習対象にすべきか？　答えは二つ目の光
景である資料２に示す「資質・能力の整理」の「中学校社会 歴
史的分野」の叙述に。「知識・技能」では我が国の歴史に「影響
を及ぼす世界の歴史」とある。「思考力・判断力・表現力等」で
は「多面的・多角的に考察」や「複数の立場や意見を」と記す。

「学びに向かう力・人間性等」でも「多面的・多角的な考察や
深い理解」による「国際協調の精神」の「涵養」が明記される。

当事国の韓国ではどのように。資料３に名称は６．25（ユギオ）
戦争，「北韓の南侵で始まったという事実を明確に～」とある。
では日本はどのように。中学校学習指導要領に直接言及はない
が（資料４），『解説』に「冷戦」の扱い方として「国際連合の
発足，米ソ両陣営の対立，アジア諸国の独立，朝鮮戦争，その
後の平和共存の動きなどを，我が国の動き～」とある（資料５）。
実はこの全ての学習が，「朝鮮戦争」という歴史事象の「複数
の立場や意見」の「多面的・多角的な考察や深い理解」で可能に。

ヒントは資料６。日本も含め関係国全てが異なる名称と意味
を付与する歴史的事実に着目し，その原因と相互関係を丁寧に
調べ合い（主体的），調査結果を確かめ合い（対話的），当時か
ら現在を介した近未来の日本社会との関わりを語り合うことで

（深い学び），冒頭に紹介した喫緊の課題にまで及ぶ「社会的な
見方・考え方」の育成が可能に（ 実践化手順は注記拙稿参照）。

静岡大学名誉教授
UER-Labo Director 馬居�政幸
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資�料１　ソウル市内の初等学校の教室
の黒板に記された韓国の地図

資�料２　社会科，地理歴史科，公民科において育成を目指す資
質・能力の整理

「中学校社会　歴史的分野」
知識・技能
・各時代の特色を踏まえた我が国の歴史（直接的な関わりや間接的な影

響を及ぼす世界の歴史を含む）に関する理解
　（歴史上の人物との文化遺産，伝統と文化の特色，歴史に見られる国

際関係や文化交流のあらまし）
・年表などの諸資料から，歴史に関する情報を効果的に収集する・読み

取る・まとめる技能
思考力・判断力・表現力等
・歴史に関わる事象の意味や意義，特色や相互の関連を多面的・多角的

に考察したり，歴史に見られる課題を把握し，複数の立場や意見を踏
まえて選択・判断したりする力

・趣旨が明確になるように内容構成を考え，自分の考えを論理的に説明
したり，それらを基に議論したりする力
学びに向かう力・人間性等
・歴史上の諸事象や身近な地域の歴史，他民族の文化や生活に関する社

会的事象について主体的に調べ分かろうとして課題を意欲的に追究す
る態度

・歴史上の諸事象から見出した課題の解決を視野に社会に関わろうとす
る態度

・多面的・多角的な考察や深い理解を通して涵養される自覚や愛情等
　（歴史上の人物と文化遺産を尊重することの大切さについての自覚，

我が国の歴史に対する愛情や国民としての自覚，国際協調の精神）

写真提供は韓国ソウル市立初等学校の崔松姫
先生（2012年～14年に教員留学生として静岡大学の
馬居研究室で研究に従事），日本語は馬居付記

文部科学省「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめ（第２
部）」「２．各教科・科目等の内容の見直し」「⑵社会，地理歴史，公民」
の「別添３－２」より（下線は馬居）

２．６.25전쟁（육이오ユギオ戦争）

６.25戦争が北韓の南侵（※北朝鮮の侵略）で始まったと
いう事実を明確にして，UN 軍が参戦して中国軍が介入す
るなど国際的戦争に広がって戦争が３年の間持続した過程
を説明する。

戦争の結果，数多くの人が亡くなり，傷つき，経済が破
綻するなど私たちの国民と国家に途方もない被害が発生し
たという点を指摘して，平和の大切さを呼び覚ますように
する。

また，休戦協定の推進過程とその内容，６.25戦争の国
際的な脈絡も叙述する必要がある。

資料３　韓国歴史教科書執筆基準

「2007年改正教育課程（教育人的資源部告示第2007-79号）
にともなう歴史教科書執筆基準」の「Ⅷ . 大韓民国の樹立
と発展」p.17より（馬居・佐本万理訳）

※馬居注記：ユギオとは1950年６（육ユック）月２（이イ）
５（오オ）日に北韓が38度線を超えて攻めてきた，と韓
国の人たちが共有する歴史的事実の一般的な呼称

☛注：拙稿「朝鮮戦争の勃発原因とその後―戦後史の不思議 !?ナゾ解き事件簿＝どう教えるか」『社会科教育』2013年２月号

資料６　1950年6月25日に朝鮮半島で始まった戦争に対する関係国の呼称（馬居作成）

米　国　The Korean War
韓　国　６.25 公式には韓国戦争
北朝鮮　祖国解放戦争（南半分の同胞を解放する正義の戦争。どちらが先に攻めたかは問題にならない）
中　国　抗美援朝戦争（美国に抗して朝鮮を援ける戦争。美国＝ USA）

資料４　中学校学習指導要領（平成20年３月）第２節 社会

［歴史的分野］「２　内容」「⑹現代の日本と世界」
ア　冷戦，我が国の民主化と再建の過程，国際社会への

復帰などを通して，第二次世界大戦後の諸改革の特色
を考えさせ，世界の動きの中で新しい日本の建設が進
められたことを理解させる。

「３　内容の取扱い」「⑺内容の⑹については，次のとおり」
ア　アについては，国民が苦難を乗り越えて新しい日本

の建設に努力したことに気付かせるようにすること。
「第二次世界大戦後の諸改革の特色」については，新
たな制度が生まれたことなどに着目して考えさせるよ
うにすること。

資料５　中学校学習指導要領解説（平成20年９月）社会編 p.87

この中項目のねらいは，第二次世界大戦後の諸改革の特色
を考えさせ，世界の動きの中で新しい日本の建設が進められ
たことを，次の各事項の学習を通して理解させることである。
「冷戦」については，国際連合の発足，米ソ両陣営の対

立，アジア諸国の独立，朝鮮戦争，その後の平和共存の動き
などを，我が国の動きと関連させながら取り扱う。

（我が国の地図）



「予測困難な時代に，一人一人が未来の創り手となる」
『審議のまとめ』第一部「2. 2030年の社会と子供たちの未来」

のサブタイトル。本連載でも幾度か用いてきたフレイズだが，
実はその都度違和感が。「予測困難な時代」を「創り手」とな
る子供たちのキャリア構想（イメージ）に位置づける（納得）教
材＝社会事象を描けなかったから。だが視点を現在の予測困難
事象に転じて見出した。人生のセイフティネットとしての年金
と健康保険の公的制度である。予測困難代表は職の変化だが，
日本の公的保険制度から見れば選択肢は３種のみ（資料2-1，2）。
第１号被保険者＝自営業男女：以下１号，第２号被保険者＝サ
ラリーマン：以下２号，第３号被保険者＝２号の妻（非就労・
家事育児専従）：以下３号。ただし，いずれも制度設計上の前
提。現実は大きく異なり，改編が喫緊の課題に。その中に子供た
ちの予測困難とキャリア構想を結ぶ社会事象を見出した。

資料1-1，2から１号は男女とも３割弱，２号は男性は７割だ
が女性も４割，３号はほぼ女性。資料2-1，2に示す制度設計の
前提にあるモデル世帯は少数派に変化し，内助の功に応える専
業主婦保険料免除の根拠が揺らぐ。しかも３号被保険者の約５
割が職に就き（資料1-4），その７割が年収103万円以内（資料
1-3）。女性就労者の多数派を３号被保険者が占めるとともに，
103万の壁（所得税の配偶者控除）が女性の就労（意欲と能力
の開花）を抑制することを証明するデータと読み込める。

１号はどうか。自営と家族従業で23.8％だが，会社員・公務
員が32.8％と１割多い。これが問題。資料2-2の１号と２号の
現役時負担と引退後受給の条件比較を。１号は収入に関係なく
定額全額本人負担，２号は給与比で労使折半。受給では１号は
基礎年金のみで40年全納6.5万円，２号は厚生年金（２階）と
あわせて15万円強。これに３号6.5万円が加わると世帯20万円
を超す。その３号保険料は単身２号（15万円強のみ）が負担と
不合理。１号はより厳しい。定年がなく雇用と被雇用が同一の
自営が制度の前提のはずが自営２割前半に。しかも，資料1-3
から８割近くが300万未満。現役時収入に余裕なく，引退後は
夫婦13万円，単身なら生活保護対象。資料2-3と3-1から，２号
との差は健康保険にリンクし，医療費の約４割公費と40～64歳
の国保率３割は，公的保険制度の存立基盤を揺るがす。

そこで資料４．小・中・高「社会」の「見方・考え方」に「生活
と関連」「よりよい社会の構築」「人間としての在り方生き方
…」とある。現行中学指導要領社会に「社会保障の充実」「市場
…難しい」「国や地方公共団体…役割」「財源の確保と配分…租
税の意義と役割」とある。「予測困難な時代」の社会事象への

「見方・考え方」は子供たちの生活のリアリティを問うことから。

静岡大学名誉教授
UER-Labo Director 馬居�政幸
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第１号
被保険者

第２号
被保険者

第３号
被保険者

103万円未満 103万円～
106万円未満

106万円～
120万円未満

120万円～
130万円未満

130万円～
140万円未満

140万円～
150万円未満

150万円～
200万円未満

200万円～
300万円未満

300万円～
500万円未満 500万円以上 不詳

資料１-１　20１3年公的年金加入状況20～59歳 男女計・別人数（千人） 資料１-2　男女計・別割合

第１号被保険者：自営業者やパートなど，第２号被保険者
や第３号被保険者になっていない20歳以上60歳未満の方

（保険料全額本人負担）。
第２号被保険者：サラリーマンなど，厚生年金加入者（保
険料労使折半）。
第３号被保険者：第２号被保険者に扶養される20歳以上60

歳未満の配偶者。国民年金にのみ加入する（保険料免除）
モデル世帯：所得代替率の算出にあたりモデルとしている

世帯。標準的なモデル世帯として平均的な男子賃金で40
年間厚生年金に加入した夫と，40年間専業主婦の夫婦を
想定している。
国民年金（基礎年金）：日本に住んでいる20歳以上60歳未

満のすべての人が加入する公的年金の制度。一定の要件
を満たせば，将来，基礎年金（１階部分）を受け取るこ
とができる。
厚生年金：会社などに勤務している人が加入する公的年金

の制度。
　一定の要件を満たせば，将来，基礎年金（１階部分）に

加えて，厚生年金（２階部分）を受け取ることができる。
賦課方式：年金の財政方式のひとつで，年金支給のために

必要な財源を，その時々の現役世代の保険料収入から用
意する方式。

資料2-１　「いっしょに検証！公的年金：用語集」より 資料2-2　公的年金制度（２階立て）＋企業年金等（３階）の仕組み

第１号被保険者 第２号被保険者 第３号被保険者
国民年金 厚生年金 国民年金

【現役時】
保険料負担

20歳～
59歳まで
（原則）

全額本人負担
定額：月16,260円
（2016年時点）

労使折半
月給の17.828％
（2015年末現在）

負担なし
第２号被保険
者全体で負担

【引退後】
年金受給

（2016年度）

65歳～
亡くなる
まで

基礎年金
月額約6.5万円

（20～60歳全納）

基礎年金＋厚生年金
月額約15.6万円
（40年加盟）

基礎年金
月額約6.5万円

（扶養者加盟期間で変化）

自営業者等 民間サラリーマン・公務員等

国民年金（基礎年金）

厚生年金保険

国民
年金
基金

第２号被保
険者の被扶
養配偶者

企業年金等

資料１-3　第１～３号被保険者の年収額階級別割合

資料１-4　第１～３号被保険者の就業形態別割合

資料3-１　国保被保険者（75歳未満）の年齢構成と国保加入率の年次推移

資料2-3　公的医療保険の仕組み

資料3-2　日本の国民医療費の負担構造（財源別）（20１4年）

資料４　「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめ」
「２.」の「⑵社会，地理歴史，公民」の「別添3-4」より（下線は馬居）

小学校　社会的事象の見方・考え方
社会的事象を，位置や空間的な広がり，時期や時間の経過，
事象や人々の相互関係に着目して捉え，比較・分類したり総
合したり，地域の人々や国民の生活と関連付けたりして

中学校「公民的分野」　現代社会の見方・考え方
社会的事象を，政治，法，経済などに関わる多様な視点（概念や
理論など）に着目して捉え，よりよい社会の構築に向けて，課題
解決のための選択・判断に資する概念や理論などと関連付けて

高等学校「公民科」　人間と社会の在り方についての見方・考え方
社会的事象等を倫理，政治，法，経済などに関わる多様な視点（概
念や理論など）に着目して捉えよりよい社会の構築や人間とし
ての在り方生き方についての自覚を深めることに向けて，課題
解決のための選択・判断に資する概念や理論などと関連付けて

資料５　中学校学習指導要領第２節社会［公民的分野］「２
内容」「２ 私たちと経済」「イ 国民の生活と政府の役割

　国民の生活と福祉の向上を図るために，社会資本の整備，
公害の防止など環境の保全，社会保障の充実，消費者の保護
など，市場の働きにゆだねることが難しい諸問題に関して，
国や地方公共団体が果たしている役割について考えさせる。
また，財源の確保と配分という観点から財政の役割について
考えさせる。その際，租税の意義と役割について考えさせる
とともに，国民の納税の義務について理解させる。

資料１-１～4：�「平成25年公的年金加入状況等調査結果の概要」
厚生労働省年金局，2015年12月

資料２-１～3：�厚生労働省　http://www.mhlw.go.jp/
「年金・日本年金機構関係」の「教えて！公的年金制度」と
「マンガで読む　いっしょに検証！公的年金」

資料３-１，2：�「平成26年度国民医療費の概況」厚生労働省
★上記資料等を参照し，馬居が作成

総数0歳～74歳� 0歳～19歳 20歳～39歳 40歳～64歳 65歳～74歳
構成比 国保

加入率構成比 国保
加入率構成比 国保

加入率構成比 国保
加入率構成比 国保

加入率
2011年� 100.0 34. 3 12. 7 21. 7 19. 5 24. 0 38. 2 33. 8 29. 6 76. 2
2012年� 100.0 34. 0 12. 5 21. 0 18. 8 23. 5 37. 6 33. 0 31. 1 76. 1
2013年� 100.0 33. 6 12. 2 20. 4 18. 2 23. 0 36. 7 31. 9 32. 8 75. 6
2014年� 100.0 32. 9 11. 8 19. 5 17. 5 22. 1 35. 6 30. 4 35. 0 75. 1
2015年� 100.0 32. 1 11. 5 18. 5 17. 0 21. 2 34. 8 29. 0 36. 7 74. 5

男女

男子

女子

第１号被保険者 第２号被保険者 第３号被保険者 非加入者

男女

男子

女子

第１号被保険者 第２号被保険者 第３号被保険者 非加入者

保険料
公 費

48.7
38.8

25.8%

13.0%

12.5% 28.3%

20.4%



本年は新学習指導要領告示の年。「審議のまとめ」→中教審
答申と改訂過程のフォローから，日本の公教育を画する改訂と
評価する。と同時に，現場実践の課題が重く大きい，との思いも。

理由その１は，３歳からの幼児教育が学習指導要領起点との
明示。小学校スタートカリキュラムはアプローチカリキュラム
による「10の姿」のバトンから始まり（図１，２，３），人と社会の基
本形成期（三つ子の魂＝一次的社会化＝社会科の基礎：ことば・
かずの内化→ヒト・モノ・コトとの交換様式の基礎）が射程に。

その２は，知の集積を予測困難な時代を生き抜く資質・能力
に再構築する論理と方法の提示（図２）。論理は，各教科の知
識・技能を「～的見方・考え方」のフィルターで資質・能力に
再編し，近未来社会が要請する課題と問題の解決に応えて，教
科と学年と学校種を超えて繋ぐ知の構造論。方法は，授業実践
力（主体的・対話的で深い学び）と教育課程形成力（カリキュラム・マ
ネジメント）に学校の外の社会（ヒト，モノ，コト）との関係構築力（開かれた
教育課程）。いずれも理解と実践の難度は高い。が，到達度を高
める制度改編が改訂と並行して進行中。これが理由その３※。

子ども子育て支援新制度は誰もが３歳児からの幼児教育を可
能に（図３）。小中学校では小規模一貫校を代表に９年制義務
教育学校が志向され，実質的に６・３制から新６（保育園と認
定こども園と小規模保育＋幼稚園）→４（小１～４）→３（小５
～６＋中１）→２（中２，３）への改編も進行中。この現実の拡大
再生産のアクセル役を，新指導要領実施期間の2020～30年に出
生数３割減との2010年国勢調査による推計値が担う（本連載１
参照）。これが今期学習指導要領改訂を高評価すると同時に，
その実践化の高難度を強調する理由である。

希望はある。資料１の①～⑤の話者は『ONE PIECE』のル
フィ。夢と資質・能力ともに異なる仲間と「ワンピース」とい
う名の大秘宝を求める「偉大なる航路（グランドライン）」の
物語。異形の敵役と戦う「艱難辛苦」は「予測不可能」のメタ
ファー。そのメタ認知的比喩が資料２に示す３次産業・サービ
ス業が求める資質・能力と改訂キーワードとの重なり。ワンピ
ースの意は小切片ではなく，欠ければ作品（世界）が成立しない
代替不可能性。「麦わらの一味」に人を歯車に譬える世界はない。

近未来を拓く担い手として生きる人たちに必要な教育とは !?
この問いに真正面から応えることが誕生期以来の社会科存立理
由のはず。新指導要領の論理と方法の実践化を牽引する社会科
授業が志向する資質・能力のモデルは，子どもたちが発行部数
３億２千万部以上の単行本に託した『ONE PIECE』の世界に生
きる多彩な友の協働作業に潜む，と記して本連載の末尾とする。

静岡大学名誉教授
UER-Labo Director 馬居�政幸
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図１　幼児期に育ってほしい10の姿→小・中・高の教科等の教科内・教科間と学年内・学校内・学校種間の連携構想図
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この職場に共通するのは， 
「人との交渉」( 対話的 ) が仕
事の大半で，相手の要望に応
じる「臨機応変の対応」（主体
的）が評価の対象になり，相手
の心の変化を先取りする「質
の高いサービス＋商品の創案」

（深い学び）を日々求められる
こと。そして興味深いのは，

（　）内に付記したように，準
備中の新学習指導要領の「開か
れた教育課程＋カリキュラムマ
ネージメント＋アクティブ・
ラーニング」が志向する子ど
も個々の資質・能力重視の学
びとつながることである。「主
体的」で「対話的」とはまさ
に「ONE PIECE」を貫くコン
セプト。深い学びは自立と結ぶ

「ONE PIECE」のテーマと重
なる。勝者は集団帰属を優先す
るスポコンではなく，自立志向
の「ONE PIECE」側にある。

資料２　資質・能力ワンピー
スモデル社会的背景
時代の流れは三次産業・
サービス業の側に

志を共にする仲間だが，能力も夢も性
格も全て異なる。だからこそ互いがか
けがえのない世界に一つのピースとし
て教え・学び・助け・支え・補いあって，
それぞれの夢（生きる目標）に向かう。

拙稿「今，人気を誇る『ONE PIECE』の魅力」
『児童心理』2016年12月号，金子書房①「おれは剣術を使えねェんだコノヤロウ!!!」　

 ☞ 世界一の大剣豪を目指すロロノア・ゾロ
②「航海術も持ってねェし!!!」 ☞ 天才航海士ナミ
③「料理も作れねェし!!」 ☞ 伝説のオールブルーを夢見る料理人サンジ
④「ウソもつけねェ!!」 ☞ ウソと芸術と武器開発の才のあるウソップ
⑤「おれは 助けて もらわねェと 生きて いけねェ 自信がある!!!」　
 ☞ 海賊王を目指す船長ルフィの自己認識

図２　三種の学びと資質・能力育成モデル図
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「社会に開かれた教育課程」の実現

図３　人口減少時代の幼児教育・学校教育制度私見（子ども子育て支援新制度）
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資料１　資質・能力ワンピースモデル（単行本巻十掲載 第90話 末尾10コマから）

※学習指導要領改訂の論理と方法と制度的改編の詳細は『無藤 隆が徹底解説　学習指導要領改訂のキーワード』
　（解説：無藤隆，制作：馬居政幸・角替弘規，明治図書，2017）参照
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